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貸 借 対 照 表  

（平成22年3月31日）  
（単位：円）  

科  目   金  額   

資産の部  

i流動資産  
現金及び預金  45，791，147，141  

前払費用  642，876，954  

未収入金  113，737，678  

その他流動資産  34，885，146   

流動資産合計  46，582，645，919  

皿固定資産  
1有形固定資産  

建物 34，542，017，000  

減価償却累計額  △261，762．480  

構築物  395，3開，605  
減価償却累計額  △15，624．601  379，774，004  

車両運搬具  166，452，987  
減価償却累計額  △12，090，484  15も362，503  

工具器具備品  544，745，022  

減価償却累計額  △37，5171244  507，227，778  

土地  65，820，250，000  

リース資産  87も305，808  

減価償却累計額  △145，935．283  728，370，525  

有形固定資産合計  101，870，239，330  
2無形固定資産  

ソフトウ主ア  1，495，872，075  
電話加入権  7，755，000  

リース資産  94，445．412  

無形固定資産合計  1，598，07軍，487  

3投資その他の資産  
長期前払費用  639，251，178  

敷金・保証金  3，817，000  

投資その他の資産合計  643，068，178  

固定資産合計  104，111，379，995  

．資産合計  150．694．025，914  

負債の部  

Ⅰ流動負債  
未払金  18，720，897，629  
リース債務  561，394，995  

未払費用  1，鍾1，850，708  

未払消費税等  244，300  

前受金  71，769  

保険料等預り金  4，596，915，236  
預り金  378，132，126  

流動負債合計  26，239，506，763  

Ⅱ固定負債  
資産見返負債  

資産見返運営費交付金  16，313，500  1乳313，500  

長期リース債務  335，226，005  

固定負債合計  351，539，505  

負債合計  26，591，046，268  

純資産の部  

Ⅰ資本金  
政府出資金  103，ユユ1，590，342  

資本金合計  103，111，590，342  

Ⅱ資本剰余金  
資本剰余金  3，817，000  
損益外減価償却累計額（△）  △482，391，962  

資本剰余金合計  △478，574，962  

Ⅲ利益剰余金  
当期末処分利益  21，469，964，266  
（うち当期総利益）  （21，469，96も266）  

利益剰余金合計  21，469，96も266  
純資産合計  124，102，979，646  

負債純資産合計  150．694，025、914  



損 益計 算 書  
（平成22年1月1日～平成22年3月31日）  

（単位：円）  

科  目 金  額   

経常費用  

業務経費   

職員人件費   15，534，768，897   

その他人件費   4，276，966，208   

減価償却費   139，180，122   

通信費   8，421，107，886   

業務委託費   15，548，962，■004   

その他  48，902，054，563  

一般管理費  
役員報酬   34，808，596   

職員人件費   2，109，328，583   

その他人件費   26，636，796   

減価償却費   14，483，278   

業務委託費   646，317，908   

土地建物借料   455，988，498   

消耗品費   28も328，979   

その他  4，515，984，421  

財務費用  

支払利息  4，864，289  も864，289   

経常費用合計  53，422，903，273  

経常収益  

運営費交付金収益  
機構運営費交付金収益   43，052，150，000   
事業運営費交付金収益   74，78も826，000  

施設使用料収入  76，715，949  

資産見返負債戻入  
資産見返運営費交付金戻入   276，500  276，500   

雑益  31，049，090  

経常収益合計  74，892，867，539  

経常利益  21，469，964，266   

当期純利益  21，469，964，266  

当期総利益  21，469，964，266  



キャッシュ・フロー計算書  
（平成22年1月1日～平成22年3月31日）  

（単位：円）  

金  額  項  目  

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー  

人件費支出  

その他の業務支出  

運営費交付金収入  

その他の収入  

小計  

利息の支払額   

業務活動によるキャッシュ・フロー   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資その他資産取得による支出   

投資活動によるキャッシュ・フロー   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

リース債務の返済による支出   

財務活動によるキャッシュ・フロー   

Ⅳ 資金増加額‘   

Ⅴ 資金期首残高  

△17，748，482，622  

△15，883，029，658   

74，805，233，000  

75，201，803  

41，248，922，523   

●△1，735，901  

41，247，186，622  

△3，817，000  

△3，817，000  

△49，137，717  

△49，137，717  

41，194，231，905  

0  

Ⅵ 資金期末残高  41，194，231，905   



利益の処分に関する書類   



行政サービス実施コスト計算書  

（平成22年1月1日～平成22年3月31日）  

（単位：円）  

Ⅰ業務費用   

（1）損益計算書上の費用  

業務費  

一般管理費  

財務費用  

（2）（控除）自己収入等  

施設使用料収入  

雑益  

業務費用合計  

Ⅱ 損益外減価償却等相当額  

損益外減価償却相当額  

48，902，054，563  

4，515，984，421  

4．864，289  53，422，903，273  

△76，715，949  

△31，049，090   △107，765，039  

53I315，138，234  

482，391，962  482，391，962  

Ⅲ 引当外賞与見積額  

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額  

Ⅴ 機会費用  

国文は地方公共団体財産の無償  

又は減額された使用料による  

賃借取引の機会費用  

3，776，127，485  

△686，238，267  

84，453，674  

政府出資の機会費用  

Ⅵ 行政サービス実施コスト  

443，220，830  ▲ 358，767，158  

57，330，640，244   



重要な会計方針及び財務諸表注記事項  

［重要な会計方針］  

1．梯横澤営費交付金収益及び事業運営費交付金収益の計上基準   

期間進行基準を採用しております。   

期間進行基準を採用した理由は、毎事業年度の業務と機構運営費交付金及  

び事業運営費交付金が事業年度単位で期間的に対応しているためです。  

2．減価償却の会計処理方法  

（1）有形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しております。  

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。  

建物  

構築物  

車両運搬具・  

工具紫具備品  
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また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当  

額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示  

しております。  

（2）無形固定資産（リース資産を除く）  

定額法を採用しております。  

なお、故人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期   

間（2～5年）に基づいております。  

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第86）の減価償却相当   

額については、損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示   

しております。  

（3）リース資産   

リース資産の内容は、有形固定資産は工具器具備品、無形固定資産はソ   

フトウェアであります。   

リース期間を耐用年薮とし残存価格を零とする定額法によっております。   



3．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準   

賞与については、機構運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与   

に係る引当金は計上しておりません。   

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、  

独立行政法人会計基準第87に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を   

計上しております。  

4．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準   

退職一時金については、機構運営費交付金により財源措置がなされるため、   

退職給付に係る引当金は計上しておりません。   

なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見  

積額は、独立行政故人会計基準第38に基づき計算された退職給付引当金の   

当期増加額を計上しております。  

5．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法  

（1）国有財産等無償使用の機会費用の計上方故  

近隣の地代や貸借料等を参考に計算しております。なお、研修施設にか   

かる償却対象資産については減価償却費相当額を計上しております。  

（2）政府出資の機会費用の計算に使用した利率   

10年利付国債の平成22年3月未利回りを参考に1．395％で計算   

しております。  

6．リース取引の処理方法  

（1）リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、   

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

（2）リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、  

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

7．消費税等の会計処理   

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。   



〔貸借対照表注記］  

1．機構運営費交付金から充当されるべき当期末引当外賞与見積額は以下のと  

おりです。  
1  

3，776，127，485円  

2．機構運営費交付金から翌期以降充当されるべき当期末引当外退職給付引当   

金の見積額は以下のとおりです。  

99，576，929，202円  

3．金融商品の状況に関する事項  

（1）金融商品に対する取組方針  

資金運用については、預金に限定し、また、資金調達については、機構   

運営費交付金及び事業運営費交付金を財源としております。なお、厚生労   

働大臣の認可を受けて、短期借入を行うことができますが、当期は行って   

おりません。  

（2）金融商品の時価等に関する事項   

平成22年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差   

額については、次のとおりであります。  

（単位：円）  

貸借対縛表  

計上額（＊）   
時価（＊）   差額   

（1）現金及び預金   45，791，147，141   45，791，147，141  

（2）未払金   （18，720，897，629）  （略ケ犯897，629）  

（3）預り金   （4，975，047，362）  （4，975，047，362）  

（＊）負債に計上されているものについては、（）で示しています。  

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項  

（1）現金及び預金、（2）未払金、（3）預り金  

これら鱒短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことか   

ら、当該帳簿価格によっております。   



［損益計算書注記］  

1．財源（国庫財源、保険料財源）ごとの事業損益は附属明細書t「5．セグメ   

ント情報」・に記載しております。   

なお、各事業損益は以下のとおりです。  

事業運営費交付金（保険料財源）事業損益・  

機構運営費交付金（国庫財源）事業損益‥  
共通 ・・・  

・7，444，503，367円  

13，917，695，860円  

107，765，039円  

2．ファイナンス・リース取引が損益k与える影響額は107，377，571円であり、   
当該影響額を除いた当期総利益は21，577，341，837円であります。  

［キャッシュ・フロー計算書注記］  

1．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳  

現金及び預金  

保険料等預り金相当額  

資金期末残高  

45，791，147，141円  

236円  △4，596，915，   

41，瑚   

保険料等預り金相当額は、国庫に収納するために、保険者等から一時的  

に預っている現金及び預金であるため、資金の範囲から除いております。  

2．重要な非資金取引   

ファイナンス・リースによる資産の取得  

耳鼻器具備品  874，305，808円  

ソフトウェア  101，897，029円  

合 計  976，202，837円   



［行政サービス実施コスト計算書注記］  

引当外退職給付増加見積額のうち国からの出向職員に係るもの  

人数  146名  

期間中における純増加額  ・81，654；708円  

［重要な債務負担行為］   

日本年金機構が金銭の納付を内 

該会計年度内に契約は結ぶが、実際の支出の全部または一部が翌期以降に支  

払いを予定している債務負担行為額のうち主要なものを記載しております。  

16，960，004，917円  

【重要な後発事象］  

該当する事項はありません。  

［固有の表示科目について］  

保険料等預り金   

日本年金機構法第27条に定める業務によって、保険者等から一時的に預  
っており、すみやかに国庫に納付される現金及び預金を保険料等預り金とし  

て表示しております。  

機構運営費交付金   

日本年金機構法第44条第2項によって、国庫財源による交付金を機構運  

営費交付金として表示しております。  

事業運営費交付金   

日本年金機構法第44粂第2項によって、保険料財源による交付金を事業  

運営費交付金として表示しております。  

10   



国庫納付準備金   

日本年金機構の財務及び会計に関する省令第5条の定めにより、日本年金  

機構は、前事業年度から繰り越した損失を埋め、なお残余があるときは、そ  

の残余の額は、国庫納付準備金として整理しなければならないとされており  

ます。   

また、毎事業年度、上記省令による整理を行った後、厚生労働大臣の承認  

を受けた金額を超える額の国庫納付準備金がある場合には、その超える部分  

の額に相当する金額を国庫に納付しなければならないとされております。   



附 属 明 細 番  
1．悶定資産の取得及び処分並びに減価償却於（独立行政法人会計基準「第86 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による姐益外披価償却相当額も含む。）及び減挽損失巣計研の明細  

資産の靴瓶  期首祝福   当期増加額   当期減少狐   期末残高  丑引当期末  押頂  

当期償却額  当期幼失薮   
扱高  

有形固定費遊  0   g74．305．888   0   ち74，305，808   14S．935，283   14S．935．283   ○   ○   728，370，525  

（償却費姐益  

内）   計   0   874．805．80名   0   87も305，808   14S．935－283   145．9ユ5．283   0   0   728，3TO，52S  

建   物  3も542，01T，00Q   0   0  84，542，017，000   ヱ61，762，480   261，762，480   b   ○  34，280．254．S加  

柄 染 物   甜5．414，605   0   16，000   395，398，605   15，624．601   15．＄24，601   ○   0   379．774．004  

有形田定資産  
（償却取組益  166．452，g87   0   8   166，452，9な7   12．090，484   12．090．484   0   0   154，362．503  

外）  

エ典菌糸    544．74も022   備 品  
0   0   544．745，022   37，517，244   37，517，244   0   0   507，227．778  

計   35．64軋629，614   0   16．000  35，648．613，614   326，994，809   328．99も809   0   0  35，321，618．805  

土   地  65，820，250，000   0   0  65，820．250，000   0   ○   0   0  6S．820．250，000  

非償却資産  

計   65，820．25（し000   0   0  65．820，250．000   0   0   0   0  65．82（l．2SO，000  

建   物  84、542．01T，000   0   ○  3も542，017川的   281．了82，4王氾   261．了62．480   0   0  34．2如，25も520  

構 築 物   ユ95，414，605   0   16．000   395．398，605   15，6玖60l   15，62も601   O 0   379，丁74，004  

箪南巡敬具   168，452．987   O 0   186．452．9S7   12．090，484   12▲090．484   0   ○   154．382．503  

河形固定  544．745．OZg   
資産合計  

0   0   544．745．022   37．517．244   37．517．244   0   ○   507．227，77さ  

土   地  65，820．250．000   0   0  65，820．25〈）．000   0   0   0   0  6もる20．250，000  

リー・ス資産   8   87も305，8Q8   0   る74．さ05．80B   145．9a5．2る3   145．9さ5，283   0   0   72B．3TO，さ25  

計   l01．468．879．814   874．305．808   16，000  102．348．169，422   472．930，092   472，930．092   0   0  101－870．239，330  

ソフト  
ウェア   

0   16．590．000   ○   16．590．000   276．500   276．500   0   0  ′ 16，313，500  

無形固定資産  
く償却資損益  0   101，さ97，029   0   101，897，029   7，451．617   7．451，6ユ丁   0   0   9も445，412  

内）  

計   0   11さ．487．029   ○   118，487，029   7．728，117   7，728．117   0   0   110，75き．912  



資産の稲類  朔甘残高   当期増加額   当期減少額   期末初荷  韮引当期末  
摘要  

当期償却額  
筏高  

当期規失敬   

ソフト  
無形固定資産   0   0  1，634．955．728   ユ55．397．153   1S5，397．153   0   0  1，479，558．575  

（償却費韻益  

外）  計   1，634，955．728   0   0  1，634．985，728   155，397，153   155，397．153   0   b  1，479，558．575  

亀祐加入権   7．755．000   0   ○   7．755，000   0   0   0   0   7．755，000  

非償却資産  

計   7．755．000   0   0   7，755，000   ○   0   0   0   7，755．000  

ソフト ウェア  1．634，955，72さ   16．590．000   155．67さ．653   エ55，673，653   0   0  1．49S．872，075  

花館加入柚   7．755，000   0   0   7．755．000   
無形団定  

0   0   0   0   7．755，000  

資証合計  
リース資証   0   101，897．029   0   101．897．029   7．451，617   7．451．¢17   0   0   94，445，412  

計   1，642．710，728   118，ヰ87．029   0  1，761．197．757   163，125．270   163．125．270   0   

長期前払  
費 用   

0   639，251．178   0   639，251，178   ○   0   0   0   639．251．178  

投資その他  
の資淀  

0   3．817．000   0   3．817，080   0   0   0   3，817．000  

計   0   643．068，178   0   643，068，178   ○   0   0   0   643．068．178  



2 資本金及び資本剰余金の明細  
（単位；円）  

区  分  期首残高   当期増加額   当期減少額   期末残高   摘  要   

政府出資金   103，111，590，342   0   0  103，111，5g8，342  

資本金  
計   103，111，590，342   0   0  103．111．590，342  

資本剰余金  

運営費交付  
金   

0   3，817，000   0   3，817，000  注1  

資本  
剰余金  

計   0   3，817，000   0   3，817，000  

鎗益外減価償却  0  △482，3gl，962   0  △482，391，962  
累計額  

差引計   0  △478，57も962   0  △478，574，962  

注1 当期増加額は固定資産（敷金・保証金）の取得によるものです。  
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3 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細  

（1）運営費交付金債務の増減の明細  

（単位：円〉  

■ 当期振替額  

交付年度  期首凍高   交付金当期  
交付額  期末残高  

運営費交有金  収益  資産見返運 営費交付金  資本剰余金   
バ、計   

平成釣竿度   8  7‘l，805，233，000  7も7g4，826，000   lら69（），000   3，817，000  74，805．233，000   0   

合計   0  74，gO5，233，000  74，78も826，000   18，590．000   a．817，000  74，806．233，000   0   
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（2）運営費交付金債務の当期綾香額の明細   

①平成21年度交付分  

（単位：円）  

区  分 金 額   内  訳   

運営費交付金収益   0   

賛産見返運営費   
交付金   

0  

業務達成  
基i割こよ  一（業務達成基準を採用した業務は無い）  

る撮替研  

資本剰余金   0  

0   計  

①期間進行基準を採用した業務；全ての賞揚  
（診当該業務に係る現益等：  

運営費交付金収益  74，78もき26，000            （ア）損益計算香に計上した費用の額：  
▲業務農費  
人件費  19，811．735，105円  

通信費  8，421．107．8さ6円  

資産見返運営費   
責務委託黄  16．朗8．962，004円  

交付金   
18，590，000                                その他  5．120．219．568円  

期間進行  
・一般管理費  
人件琴  2．170．773，975円  

基準によ  の  2．345，218．446   
る振替額  ・財務要用  

資本剰余金   8．817，000                            支払利息  4．884．28ウ円  

（イ）自己収入に係る収益計上額て  
施設使用料収入  76，715．949円  

31，朗9，090  
（ウ）固定資産の取得額：ソフトウエア16．590，00（】円  

計   74，805，233．000            ③運営費交付金の振替額の積算楼蘭：  
牢度が糸丁したため、当該年度に交付された運営費交付金のうち資産見返運営費交付金及び  
資本剰余金に振替えたものを除き全額を収益化する。   

運営費交付金収益   0   

資産見返運営費   
交付金   

0  

費用進行  
基準によ  －（費用進行基準を採用した菓済は無い）  

る振替額  

資本剰余金   0  

計   0   

合  計  74，805－233，000  
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（3）運営費交付金債務残高の明細  

（単位：円）  

交付年度   運営費李付金債務残高  残高の発生理由及び収益化等の計画   

業務達成基準を  
採用した業務に  0  ・乗務達成基準を採用した業務は無い。  
係る分  

期間進行基準を   ・当該年度に交付された運営費交付金のうち資産見返運営費交付金及び資本剰余金に  
平成21年度  0  

係る分  

費用進行基準を  
採用した業務に  0  ・費用進行基準を採用した業務は無い。  
係る分  



4 役員及び職員の給与の明細  

（単位：千円、人）  

報酬又は給与  退職手当  
区  分  

支給額   支給人貞   支給額   支給人員   

（  1，825）  （  5）  （  

員  
0）  （  0’）  

役  
28，300   10   0   0  

（  3，833，634）  （ 9，777）  （  
員  

0）  （  

職  
0）  

14，】紹．941   11，957   1，529，242   96   

（  3，835，460）  （ 9，782）  （  0）  （  0） 
合  計  

ユ4，217，242   11，967   1，529，242   96   

（注1）支給額は、千円未満切り捨てで表示しております。   

（注2）支給人員数は、期中平均支給人員数を記載しております。   

（注3）役員に対する報酬等の支給基準の概要  
「日本年金機構役員報酬規程」及び「日本年金機構役員退職手当規程Jに基づき支給して  

おります。   

（注4）正規嘲月、准職眉の給与及び退職手当の支給基準の概要  
「日本年金機構職員給与規程」及び「日本年金機構職員退職手当規程」に基づき支給して  

おります。   

（注5）有期雇用契約職月給与基準の概要  
r日本年金機構エルグ一職員給与規程」、「日本年金機構特定業務契約職員給与規程J  

及び「日本年金機構アシスタント契約職員給与規程」に基づき支給しております。   

（注6）報酬又は給与の支給額には、法定福利費（2，400，684千円）を除いております。   

（注7〉（〉 は非常勤役員及び有期雇用契約職員に対するものであり外数となっております。  
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5セグメント情報  

（単位：円）  

ヤグメント  

事業運営費交付金  
共通   

（保険料財演）   （国庫財源）  
合計  

区分   

保険事業   12，351，077，270   0   0  12，351，077，270  

社会保険オンラインシステム事業  3，977，766，713   0   0  3，977，766，713  

年金相談等対策事業   7，955，505，399   0   0  7，955，505，399  
業務経費  

年金記録問題対策経費   0  9，082，936，284   0  9，082，936】284  

桟構職長人件費   0  15，534，76乳897   0  15，534，768，897  
王事業費用  

計   24，284，349，382  24，817，705，181   0  48，902，05も563  

機構職異人件費   0  2，144，137，179   0  2，144，137，179  

一般管理費              機横内部管理事務経費   0  2，371，847，242   0  2，371，847，242  

計   0  4，515，98も421   0  4，515，984，421  

計  24，284，349，382  29，133，689，602   0  53，418，038，984   

財務費用  3，823，251   1，041，038   0   4，864．289   

計  24，288，172，633  29，134，730，640   0  53，422，903，273   

Ⅱ事業収益  

運営費交付金収益  31，732，676，000  43，052，150，000   0  74，784，826，000   

資産見返運営費交付金戻入  0   276，500   0   276，500   

その他  0   0   107，765，039   107，765，039   

計  31，732，876，000  43，052，426，500   107，765，039  74，892，867，539   

Ⅲ事業税益  7，444，503，367  13，917，695，860   107，765，039  21，469，964，266   

総資産  610，040，220  1，515，033，349  148，568，952，345  150，69も025，914   

流動資産  0   642，さ75，954  45，939，769，965  46，582，645，919   

前払費用  0   642，875，954   0   642，875，954   

その他  0   0  45，939，769，965  45，939，769，965   

固定資産  610，040，220   872，157，395  102，629．182，380  104，111，379，995   

リース資産  610，040，220   212，775，717   0   822．815，937   

ソフトウェア  0   16，313，500  1，479，558，575  1，495，872，075   

長期前払費用  0   639，251，178   0   639，251，178   

敷金・保証金  0   3，817，000   0   3，817，000   

その他  0   0  101，149，623，805  101，149，623，805   

（注）1．事業の種類の区分及び事業の内容は以下のとおりです。  

事業種類のセグメントは、日本年金機構法第44粂第2項に定められた財沫（国庫財源及び保険料財振）  
ごとに区分しております。これは、年金業務等に投入された国庫財源及び保険料財液各々の使途内訳及び  

損益を明らかにする必要があると考えていることによります。  

事業運営費交付金事業：保険料財源による事業運営費交付金により行われる事業。保険事業（国民年  

金の適用、徴収、給付に関する業務及び厚生年金保険の適用、徴収、給付に  

関する業務）、社会保険オンラインシステム事業（年金システムの管理に関  

する業務）及び年金相談等対策事業（年金相談に関する業務）が含まれてお  

ります。  
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機構運営費交付金事業：国庫財源による機構運営費交付金により行われる事業。年金記録問題対策経  

費（年金記録問題の対策に関する業務）、機構職員人件費（日本年金機構の  

役員及び正規職員等にかかる人件費）及び機構内部管理事務経費（日本年金  

機構の内部管理のための事務轟費）が含まれております。  

2．配賦不能である事業収益は運営費交付金収益以外の自己収入等であります。  

3．配賦不能である資産は主に現物出資財産として受け入れた資産及び本臥拠点の現預金であります。  

4．損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額は以下のとおり  

です。  

区  分   
事募運営費交付金  

共通   
（保険料財沫）   （国庫財振）  

合計   

損益外減価償却相当額   0   0   482，391，962   482，391，962   

引当外賞与見積額   0  3，776，127．485   0  3，776，127，485   

引当外退職給付増加見積額   0  △686，238，267   0  △686，238，267   
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